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後遣障害逸失利益の中間利息控除の基準時

北河隆之
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おわりに

第1はじめに

民法は，不法行為に基づく損害賠償額の算定方法について具体的規定を置いて

いないが，交通事故訴訟を中心に損害の種類，類型に応じた損害賠償額の算定方

法が判例法として形成されてきた。人身損害については,積極損害，消極損害（逸

失利益)，精神的損害（慰謝料）に分類し，それぞれの損害額を計算し，これを合

算して総損害額を算出する個別損害項目積み上げ方式が基本となっている'・

積極損害・消極損害とも，過去分と将来分に分けられるが，後遣障害が残存す

る傷害事案についていえば，その境目は症状の固定時である。消極損害（逸失利

益）の過去分は「休業損害」であり，将来分が「後遺障害による逸失利益」とし

て位置づけられる。

後遣障害逸失利益は，事故による後遣障害が残らなければ得られたであろう収

入を意味する。本来，収入は，給与所得者であれば毎月給与として長期間にわた

って取得されるものであるが，損害賠償は原則として一時金としての支払が命じ

'個別損害項目積み上げ方式のメリットは，損害，とくに逸失利益の算出過程が外部から明

らかであり,第三者からの批判的検討が可能なところにある｡損害の捉え方全般については，

北河隆之『交通事故損害賠償法』（弘文堂，2011年）86頁～95頁を参照（以下『北河・賠

償法』という｡)。
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られるので（一時金賠償方式)，「中間利息」を控除した上で，生涯を通じて（正

確には稼働可能年齢の終期までの間に)得られたであろう収入の現在価格(現価）

が算定される。

かつては，中間利息の控除方式と中間利息の利率について争いがあったが，中

間利息の控除方式については，毎年の収入（元本）を複利で運用することを前提

として「現価」を算出するライプニッツ方式を用いることが，いわゆる「三庁共

同提言」2以降定着し，中間利息の利率については，最判平成17年6月14日民

集59巻5号983頁により，民事法定利率（民法404条）である5％によるべき

ことが確定している。

どの時点の「現価」を算定するのかという問題（後遣障害逸失利益の中間利息

控除の基準時）については，大別して，症状固定時説，事故時説，紛争解決時説

が存在するが，症状固定時説が裁判例の大勢を占めている3．しかし，現在でも，

事故時説に立つ裁判例が散見され，最近，判例の基本的立場は事故時説であると

し，事故時説への回帰を強く主張する田中俊行判事による裁判例・文献を尽くし

た手厚い論文4が公表されている。本稿は，判例の基本的立場は事故時説であると

いう理解に疑問を提起し，裁判例の大勢となっている症状固定時説の正当性を改

めて論証するものである。

2井上繁規＝中路義彦＝北津章功｢交通事故による逸失利益の算定方法についての共同提言」

判例タイムズ1014号52頁以下（以下「三庁共同提言」という。)。

3「自賠責保険の保険金等及び自賠責共済の共済金等の支払基準」では「後遣障害確定時の

年齢における就労可能年数のライプニッツ係数を乗じて算出した額とする｡」と症状固定時

説によるべきものとされている。三庁共同提言の【逸失利益の算定についての具体的な適用

例】においても症状固定時説による計算がなされている。「赤い本」（日弁連交通事故相談

センター東京支部編『民事交通事故訴訟損害賠償額算定基準｣）2014年版上巻80頁では症

状固定時説が「実務の大勢」と，「青い本」（日弁連交通事故相談センター編『交通事故損害

額算定基準』）24訂版85頁では「一般的」とされている。東京地裁民事交通訴訟研究会編

『民事交通訴訟における過失相殺率の認定基準［全訂5版]』別冊判タ38号15頁以下では

「現在は，症状固定時を基準として中間利息を控除している例が多い｡」とされている。大

阪地裁民事交通訴訟研究会編著『大阪地裁における交通損害賠償の算定基準［第3版]』7

頁でも「中間利息控除の基準時は，原則として，症状固定時とする｡」とされている。

4田中俊行「判例の立場を前提とした損害論と中間利息控除の基準時（上）（下)」判タ1396

号79頁以下，1397号65頁以下（以下，併せて「田中論文」という｡)。
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第2三つの考え方

中間利息控除の基準時については，大別して三つの考え方がある。

(1)事故時説（不法行為時説）

不法行為による損害賠償債権は，不法行為時（正確には損害発生時）に発生す

ると抽象的に把握される以上(判例)，損害額も不法行為時を基準に算定されるべ

きであり，損害の一部である逸失利益も不法行為時の現在価格に引き直されるべ

きであるとする見解である5．事故時説は，「不法行為時に損害賠償債権は発生す

る」とのドグマ（事故時損害賠償債権発生ドグマ）を重視し，事故時に（後遣障

害逸失利益も含めて）一個の損害が発生しているので，逸失利益も事故時（不法

行為時）を基準として算定されるべきであるとする。

(2)症状固定時説

交通事故による損害は，具体的には事故後の経過の中で発生するので，具体的

な損害の発生時を中間利息控除の基準時とすべきであるとし，後遣障害逸失利益

については，症状の固定によって後遣障害の内容・程度が確定し，労働能力喪失

率，労働能力喪失期間も確定するので，症状固定時の現在価格に引き直されるべ

きであるとする6。

5石原稚也「中間利息控除の基準点と遅延損害金の起算点」『交通事故による損害賠償の諸

問題Ⅱ』（2000年）72頁以下。長久保守夫＝森木田邦裕「東京地裁民事第27部における

民事交通事件の処理について（二)」司法研修所論集87号135頁は事故時説である。田中

論文は自らの見解を「緩やかな事故時説」と称している。

6堺充度「逸失利益の現価算定の基準時について」判例時報1566号3頁以下，浅岡千香子

「損害算定における中間利息控除の基準時」赤い本2007年版（下）171頁以下（以下「浅

岡論文」という｡)，本田晃「逸失利益の現価算定の基準時」『交通事故による損害賠償の諸

問題Ⅲ』（2008年）176頁以下（以下「本田論文」という｡)，宮崎直己『交通事故損害賠償

の実務と判例』（大成出版社，2011年）139頁以下，北河隆之＝藤村和夫『詳解後遣障害逸

失利益一裁判例の分析と新基準試案」（ぎようせい，1996年）45頁以下，北河・賠償法167

頁以下,北河隆之＝八島宏平＝川谷良太郎『詳説後遣障害一等級認定と逸失利益算定の実務』

（創耕舎，2014年）65頁（以下『北河ほか・後遣障害』という｡）は症状固定時説である。

ただし，浅岡論文は，事故から症状固定までに極めて長期間を要した事案（具体的には10

年を超えるような事案）では事故時説によることが適切であるとする。
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(3)紛争解決時説（口頭弁論終結時説）

逸失利益のうち，口頭弁論終結前に発生すべきものとされる部分については，

その賠償が与えられるのは口頭弁論終結後である以上，実質的には将来発生すべ

き損害の賠償とはいえず，賠償金を預金ないし投資したら得られるであろう利息

（中間利息）を控除するのは不合理であるとし，口頭弁論終結時を基準とすべき

であるとする7｡中間利息控除の根拠が被害者による賠償金の利殖可能‘性にあるこ

とに着眼する見解であるが，利殖可能'性というものを，事故時説や症状固定時説

よりも具体的に捉えたものである。その意味で理解しやすい見解であるが，紛争

解決が長期化すると賠償額が膨らむ（遅延損害金が増える）ので，被害者には紛

争解決を遅らせる（急がない）動機付けとなり，一種のモラル・ハザードが生じ

るおそれがある。

後述のとおり，紛争解決時説に立つ裁判例は見当たらないようなので，本稿で

は，これ以上取り上げない。

【具体的計算例】

被害者の年収：600万円

事故時の年齢：27歳

症状固定時の年齢：30歳

労働能力喪失率：67％

稼働可能年齢の終期：67歳

･症状固定時説による算定

600万円×0.67×16.7112［37年のライプニツツ係数］＝6717万9024円

･事故時説による算定

600万円×0.67×（17.1590［40年のライプニツツ係数］-2.7232［3年のラ

イプニッツ係数]）＝5803万1916円

7四宮和夫『不法行為』（青林書院，1985年）590頁。
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第3裁判実務の動向

1裁判例の整理・分析

裁判例の傾向については，本田論文，浅岡論文が整理・分析している。これら

の報告によると，裁判例の大勢が症状固定時説に立っており，その中にいくつか

事故時説に立つ裁判例が存在し，紛争解決時説に立つ裁判例は見当たらないよう

である。

筆者も，念のため，交通事故民事裁判例集に掲載された平成24年1月から平

成25年8月までの判決8のうち，逸失利益算定期間を10年以上認定した裁判例

78件について整理してみた（判決一覧表参照)。その結果，事故時説を採用して

いる判決は13番，40番，42番，67番の4件であったが，このうち3件（13番，

40番，42番）は同一裁判官（佐藤明裁判官）による判決であった9。いずれにし

ても，症状固定時説が判例の大勢であることは疑いの余地がないところである。

被告側が事故時説を主張したところ，理由を説示しながらこれを排斥し，症状

固定時説に立った裁判例を2件紹介する。

大阪高裁平成21年3月26日判決（交通民集42巻2号305頁）は，事故日か

ら約1年5か月後に症状固定と認定された事案につき，被告（被控訴人）側から

主張された，中間利息控除の基準日は不法行為日に求めるべきであるとの主張に

対し，次のように判示し，これを排斥している。

「被控訴人らは，中間利息控除の起算日を，不法行為日である本件事故日にす

べきであると主張する。

しかしながら，抽象的には不法行為日である本件事故日に損害が発生している

とはいえるものの，後遺障害による損害である逸失利益は症状固定時に具体化す

るものであること，被害者における利殖可能’性を理由とする中間利息控除の基準

8交通民集45巻1号ないし6号，46巻1号ないし4号に掲載された判決。

9判決一覧表の掲載対象ではないが,大阪地判平成20年3月14日交民41巻2号327頁も

事故時説に立っている。なお，事故時説に立つ田中俊行裁判官が，事故から症状固定まで5

年間かかった事案（23番）につき，症状固定時説で逸失利益を算定しているが，これは事

案が保険会社による求償請求(無保険車傷害担保特約に基づき被保険者に対して保険金を支

払ったことによる保険代位）であり，遅延損害金の起算日が症状固定日の後（保険金支払日

の翌日）とされているからであろう。
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時と加害者における債務の履行遅滞を理由とする遅延損害金の発生時とは必ずし

も厳密な論理的関連‘性があるとはいえないこと，遅延損害金は単利で計算される

のに対し，中間利息控除は複利で計算していること及び治療費や休業損害につい

ては実務上中間利息控除を行っていないこと等を考慮すれば，本件において症状

固定時を基準として中間利息を控除しても，損害の公平な分担という不法行為法

の理念に背馳するとまではいえず，一定の合理‘性を有しているということができ

る。したがって，被控訴人らの主張は採用できない｡」

症状固定時説の根拠は，この判決の説示にほぼ尽くされているといってよい。

大阪地裁平成24年9月14日判決（交通民集45巻5号1151頁）10は，事故日

から約1年10か月後に症状固定と認定された事案につき，「被告らは，逸失利益

につき，遅延損害金は発生時期を症状固定時とすべきであり，不法行為時からと

するのであれば，事故時から症状固定までの中間利息を控除すべき旨を主張する

が，後遣障害による逸失利益が具体化するのは，症状固定時であるが，そのよう

な損害が発生したのは事故時というべきである。個々の損害費目ごとに遅滞の時

期が異なる見解は採用できない｡」として，逸失利益の中間利息控除基準時につい

て症状固定時説に立ちながら，遅延損害金の発生時期は事故時である，と説示し

ている。

2中間利息控除の法的性格

症状固定時説が裁判例の大勢であるとの理解について，田中論文は強く異論を

提起し，判例が志向しているのは事故時説（田中論文の表現によれば「緩やかな

事故時説｣）であると主張する。この理解に疑問のあることは後述するが，裁判例

を分析する上で，一つ考えておかなければならないことは中間利息控除の法的‘性

格である。

これが「損益相殺」の'性格を有するものであれば，原告の症状固定時説に基づ

く計算（請求）に対し，被告側が事故時説に拠るべきことを主張しない限り，裁

判所は症状固定時説に拠らなければならないことになりそうだからである。そう

であれば，症状固定時説が裁判例の大勢であるとの評価に留保が付くことになる

10判決一覧表31番の判決。
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う。

不法行為法の体系書では，中間利息控除は「損益相殺」の箇所で説明されるこ

とが多い''。しかし，中間利息控除の'性格は本来の損益相殺ではなく，一時金賠

償方式がとられていることによる損害賠償額の調整の問題にすぎない'2．中間利

息控除の根拠は利息の二重取りを避けるためであると説明されるが'3，実際に被

害者が利殖を行い，利息が得られるかどうかは問題とすることなく，抽象的な利

殖可能性を理由として，賠償額（元金）を民事法定利率により複利運用すること

を前提とした現価への引き直しを行うものにすぎない。そうであれば，被告側が

事故時説を主張していなくても，裁判所は事故時説が正当と判断すれば事故時説

を採用すればよいわけであるから'4，症状固定時説が裁判例の大勢であるとの理

解は正しいというべきである。

第4判例の基本的立場

1事故時損害賠償債権発生ドグマとの関係

事故時説は，「不法行為による損害賠償請求権は，不法行為時（事故時）に一定

のものとして発生する」という考え方（事故時損害賠償債権発生ドグマ）から，

後遣障害逸失利益の現価換算についても，事故時を基準時に中間利息控除を行う

べきであると演緯するのである。

田中論文の骨子も,(a)判例は，観念的抽象的に不法行為時に全損害が発生した

ものと捉えて，不法行為時を基準に損害額を算定し,(b)その後に現実化する損害

については不法行為時からの中間利息を控除すべきであるとの立場（ただし，厳

密な中間利息控除の計算をしない便法も許容するとの立場）を一貫して示してい

るのであり，中間利息控除の基準時については事故時説が基本であることは明ら

11前田達明『民法Ⅵ2（不法行為法)』（青林書院，1980年）374頁，四宮和夫『不法行為』

（青林書院，1985年）604頁。

12北河・賠償法213頁。

'3被害者が，将来具体化する損害の賠償金を現時点で一括受領して利殖を行った場合，

本来得られなかった利息を得ることになるとの説明もなされている（浅岡論文)。

14現に，事故時説により逸失利益を算定している13番，40番，42番，67番の4件の事案

では，中間利息控除の起算点（基準時）が当事者間で格別の争点とはなっていない。
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かである，というものである'5．判例が志向する立場は事故時説であることが明

らかであるから，真正面から症状固定時説を採用することは，判例の立場を否定

しない限り困難である，とする'6．

しかしながら,(a)についてはそのとおりであるとしても,(b)はいささか強引な

理解のように思われる。

2判例の検討

田中論文は，上記の結論の根拠となる判例として，①最判昭和37年9月4日

民集16巻9号1834頁，②最判昭和48年4月5日民集27巻3号419頁，③最

判昭和58年9月6日民集37巻7号901頁，④最判昭和63年6月17日自動車

保険ジャーナル762号，⑤最判平成8年4月25日民集50巻5号1221頁，⑥最

判平成22年9月13日民集64巻6号1626頁を援用している17。

まず，①判決は，不法行為に基づく損害賠償債務は損害の発生と同時に，なん

らの催告を要することなく，遅滞に陥る，と判示した有名な判決であるが，遅延

損害金の発生時期（起算点）につき判示しているにすぎない。同判決をもって中

間利息控除の事故時説の根拠とするためには,「中間利息控除の問題と遅延損害金

の問題とは平灰を合わせるべきものである」との前提が不可欠であるが（田中論

文もこの点を強調している｡)，この前提自体に疑問があることは後述するとおり

である。

次に，②判決は，同一事故により生じた同一の身体傷害を理由として財産上の

損害と精神上の損害との賠償を請求する場合における訴訟物は一個であるとして，

一部請求と過失相殺の方法につき，いわゆる外側説をとった判例であり，中間利

息控除の事故時説の根拠になるものではない。

③判決は，弁護士費用に関する損害も，その余の費目の損害と同一の不法行為

による身体傷害など同一利益の侵害に基づいて生じたものである場合には一個の

損害賠償債務の一部を構成するものというべきであるから，弁護士費用につき不

法行為の加害者が負担すべき損害賠償債務についても①判決の射程が及ぶ（不法

15田中・判例タイムズ1397号69頁。

16田中・判例タイムズ1397号73頁。

17田中・判例タイムズ1397号66頁ないし69頁。
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行為の時に発生し，かつ遅滞に陥る｡）ことを判示したものである。同判決をもっ

て中間利息控除の事故時説の根拠とすることについては，①判決の評価に対する

前述の批判がそのまま妥当する。

⑤判決は，後遺障害が残存する被害者が，事故と無関係な後発的事‘情（当該事

案では心臓麻嘩）により死亡した場合，後遣障害による逸失利益の算定にどのよ

うな影響が生ずるかという問題につき，いわゆる継続説に立つことを明らかにし

た判決である。同判決は，継続説を採用すべき根拠として，形式的根拠と実質的

根拠の二つを挙げているところ，形式的根拠として，労働能力の一部喪失による

損害は，交通事故の時に一定の内容のものとして発生しているのであるから，交

通事故の後に生じた理由によってその内容に消長を来すものではない，と判示し

ているが，中間利息控除の事故時説の根拠になるものではない。

この点に関連しては，最判平成11年12月20日民集53巻9号2038頁が，積

極損害（将来介護料）について，いわゆる切断説を採用していることを指摘して

おくべきであろう。同判決は，交通事故による損害賠償請求訴訟において一時金

賠償方式をとる場合には，損害は交通事故の時に一定の内容のものとして発生し

たと観念され，交通事故後に生じた事由によって損害の内容に消長を来さないも

のとされる点につき，これは「法的な擬制」であって，「衡平‘性の裏付けが欠ける

場合にまで，このような法的な擬制を及ぼすことは相当ではない｡」と判示してい

る。

田中論文も，同判決に論及しており，「1つの結論であるべき（論理一貫したも

のであるべき）法律論・解釈論も，衡平の観点から修正されることがあり得るこ

とを示したものといえる｡」とする'8．私もこの点は賛成であるが，後遺障害逸失

利益の算定における中間利息控除の基準時についても，実質的な「衡平'性」の検

討こそが重要なのであって，事故時損害賠償債権発生ドグマから演緯的に事故時

説を採用することは妥当ではないと考えるのである。

⑥判決は，後遺障害が残った被害者が，不法行為の時から相当な時間が経過し

た後に，労働者災害補償保険法に基づく保険給付等の支給がされ，または支給さ

18判例タイムズ1396号89頁。
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れることが確定したときには，填補の対象となる損害は，不法行為の時に填補さ

れたものと法的に評価して，損害の元本との間で損益相殺的な調整を行うべきで

ある，としたものであり，中間利息控除の事故時説の根拠になるようなものでは

ない。

この点に関連しては，最判平成16年12月20日裁判集民事215号987頁が，

自賠責保険から支払われた損害賠償額は，事故日から支払日までに発生している

遅延損害金にまず充当され，残額について元本に充当されるとしていることも指

摘しておかなければならない。

結局，田中論文が援用する判決のうち，事故時説の根拠として援用できそうな

判決は④判決のみということになるので，項を改めて検討する。

3最判昭和63年6月16日19の先例的意義についての疑問

本件の上告理由は3点あった。第1は，原審が，交通事故により植物状態（後

遣障害別等級表1級該当）となった事故当時満7歳の被害者につき，その生存期

間を長く見ても満40歳までと推定し，それ以後の付添費を認容しなかった判断

の違法である。第2は，原審が，被害者の逸失利益につき，（生存期間と推定し

た）40歳までしか算定せず，40歳から67歳までの逸失利益の請求を認容しなか

った判断の違法と，後遺障害逸失利益であるにもかかわらず20％の生活費控除を

実施したことの違法である。第3は，原審が，遅延損害金を不法行為時から起算

しなかったことの違法である。

最高裁第2小法廷は，被害者の生存期間を満40歳までと認定した原審の認定

は是認できるとしたが，逸失利益のうち満40歳を超える分の請求を棄却した原

審の判断を違法とし，この部分を破棄し，差し戻した（20％の生活費控除を実施

した原審の判断は是認した｡)。

そして，遅延損害金の起算についても違法があるとしたのであるが，この箇所

において，「原審としては,所論の損害につき支出時から本件事故日までの中間利

息を控除して本件事故日における損害額を算定したうえで，右損害額及びこれに

19『人身賠償・補償研究』2巻34頁以下に収録されている高橋勝則弁護士による評釈が唯

一の判例評釈のようである。
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対する本件事故日から支払ずみまで民法所定の年5分の割合による遅延損害金の

支払を被上告人に対し命ずるべきであったといわなければならないから，所論の

遅延損害金の起算日に関する原審の判断には法令の解釈適用を誤った違法がある

というべきである｡」という表現が出てくるのである。田中論文は，この表現を捉

えて，中間利息控除の基準時は事故時であること，遅延損害金の発生時期の問題

と中間利息控除の基準時の問題は平灰を合わせてセットで考えるべきことが示さ

れた，と主張する。

しかし，私はこの部分の先例'性はたいへん疑問であると考える。まず指摘して

おかなければならないことは，本判決は「自動車保険ジャーナル」のみに掲載さ

れ，公式判例集（民集，裁判集民事）にはもちろん，判例時報，判例タイムズ，

交通民集にさえ掲載されなかったことである20．この一事から見ても，本判決の

最高裁判例としての先例的意義は乏しいといわざるを得ない2'。

また，本判決の前記判示箇所は，それに続く，「しかし，原判決を右の趣旨によ

り変更することは，計算上上告人に不利益であることが明らかであるから，民訴

法396条，385条によりこの点に関する原判決を維持することとする｡」という

結論を導く前提に過ぎず，その意味でも先例的意義は乏しいように,思われる。

4最判昭和62年12月17日の存在

他方，最判昭和62年12月17日裁判集民事152号281頁22は，後遣障害が固

定した日の翌日から3年間は労働能力喪失率を20％，その後6年間は7％と認定

したうえで，6年間の逸失利益を年別ホフマン式計算法により中間利息5％を控

除して算定するに当たり，原審が，期間6年のホフマン係数5.133を使用して算

出したことにつき，労働能力を7％喪失する6年間は3年後を始期とするもので

20裁判集民事にも掲載されていないということは，最高裁の判例委員会が全く先例的意義

を認めなかったことを裏付けるものであろう。判例データベースであるLEX/DBにもLLI

（判例秘書）にも収録されていない。なお，第一審判決（松山地西条支判昭和59年3月27

日）は交通民集17巻2号425頁に掲載されている。

21藤村和夫＝山野嘉朗『概説交通事故賠償法［第3版]』（日本評論社，2014年）266頁，

北河・賠償法189頁では，植物状態患者の生存期間の短縮と生活費控除についての原審の

判断を，この点については是認した裁判例として解説されている。

22本判決は,LEX/DBとLLIにも収録されている。
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あるから，6年間の逸失利益を算定するについて使用するホフマン係数としては，

期間9年のホフマン係数7.278から期間3年のホフマン係数2.731を差し引いた

4.547の数値を使用すべきであったとし，原判決は償額算定に関する法の解釈適

用を誤った違法があるので，この部分につき原判決を破棄し，自判した。

本判決は，中間利息控除の基準時自体が争点となったものではないが，症状固

定時説を前提として計算している。最判昭和63年6月16日とは異なり，裁判集

民事に登載された判例でもある。本判決に対して，事故時説からは，この事案で

は，被害者が症状固定日以後の訴状送達翌日からの遅延損害金の支払を求めてい

たので，このような場合には，不法行為時から症状固定時までの中間利息を控除

しなくても不合理とはいえない，としたものと理解できると説明されているが23,

本判決ではそのようなことには全く言及されていない。

本判決によれば，判例の志向する基本的立場は，むしろ症状固定時説であると

理解すべきものではなかろうか。

第5症状固定時説の衡平‘性と合理‘性

以上の検討により，事故時損害賠償債権発生ドグマから中間利息控除の基準時

を事故時とする演緯的な考え方（事故時説）が不当なこと，判例の基本的立場は

事故時説ではなく，むしろ症状固定時説であることが明らかになったと考える。

この項では，他の論点も含め，症状固定時説の衡平‘性と合理‘性について改めて整

理しておくことにする。

1遅延損害金と中間利息控除の異質性

事故時説の形式的根拠が事故時損害賠償債権発生ドグマにあることは繕々指摘

してきたところである。しかし，遅延損害金と中間利息控除とはその'性質を異に

するものである。遅延損害金は被害者の損害が填補されずにいることについての

ペナルティーであるのに対し，他方，中間利息控除は利殖可能’性を損害の金銭的

評価に反映させるものである。従って，この二つは異質の問題であって，基準時

23石原稚也「中間利息控除の基準点と遅延損害金の起算点」『交通事故による損害賠償の諸

問題Ⅱ」（2000年）73頁以下。
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を一致させる必然‘性はない。遅延損害金はときに遅延利息と称されることもある

が，中間利息とは全く'性質の異なるものである。とくに過去分の損害（症状固定

時より前に発生した損害）については全く利殖可能‘性がないのであるから，中間

利息を控除しなければならない根拠（利息の二重取り）が失われるであろう。

判例・通説は，不法行為に基づく損害賠償請求権は不法行為時（事故時）に一

個の請求権として発生するとの立場をとっているが，このことはすべての損害に

ついて，事故時を基準として評価すべきことに直結するわけではない。

交通事故の人身被害については，事故後に様々な具体的な損害（治療費，介護

費用，交通費などの積極損害，休業損害，逸失利益などの消極損害）が順次具体

的に発生していくのである。後遣障害が残るかどうか自体，治療が終了してみな

ければ分からず（治療終了時に後遣障害が残らなければ治癒ということになり，

後遣障害が残れば，この段階で症状固定ということになる｡)，後遣障害の内容・

程度が判明し，労働能力喪失の有無・程度（労働能力喪失率)，労働能力喪失期間

を判断できるのも症状固定時である。そうすると，後遣障害逸失利益の現価を算

定すべき時点は，後遣障害に係わる具体的損害が確定する症状固定時であり，中

間利息控除の基準時は症状固定時と考えることが自然であろう。

過去分（症状固定時より前に確定した損害）については，それが治療費等の積

極損害であれ，休業損害であれ，事故時の現在価格に引き直す必要がないことは

衆目の一致するところであり，事故時説からも異論がない。事故時損害賠償債権

発生ドグマから，損害評価も事故時が基準となるというのであれば，全ての損害

を事故時の現在価格に引き直すべきことになるはずである｡この場合,たとえば，

治療が長引き，事故の2年後に治療費10万円を病院に支払った被害者に対し，9

万0700円（＝10万円×0.9070［2年のライプニッツ係数]）の賠償をすれば足り

るとの結論になるが，これは到底一般に受け入れられない結論であろう（これに

事故から2年間分の遅延損害金を付加しても10万円には満たないのである24｡)。

もちろん，そのような損害評価をする裁判例は存在しない。

この点につき，田中論文は，「厳密な事故時説」に立って各個別損害項目につい

2490,700円十90,700円×0.05×2年＝99,770円
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て全て厳密に中間利息控除を行うことは極めて複雑煩項であり，いかほどの意味

があるのか疑問もあるとし(この指摘はそのとおりである｡)，｢緩やかな事故時説」

も許容できるとし，治療費や休業損害等について中間利息控除をせず，後遣障害

逸失利益を症状固定時説で計算している裁判例は，被害者側に有利になっている

ことを慰謝料算定の一事情として考慮するとの趣旨に基づくものと説明・理解す

ることも可能であるとしている。しかし，これはいささか強引な説明・理解にす

ぎるというべきであろう。

不法行為による損害は一個の損害であり，損害賠償債権は不法行為時に発生す

るとの考え方は，適用範囲を限定せずに貫徹させると「ドグマ」として機能し，

不当な結論を導くことになり得る。この考え方の主な機能は，不法行為は他人の

権利を侵害する行為であり，違法と評価されるため，侵害行為により発生した損

害は即時に回復されるべきなので，事故時から遅延損害金を発生させること，全

体を一個の損害，一個の訴訟物と捉えることにより，損害項目間の損害額の流用

を是認するところにあると考えられる25。少なくとも，被害者が不法行為時に損

害全額の支払いを受けるべき立場にあるとの規範から，中間利息控除の基準時に

つき事故時説が導かれる必然'性はないというべきである。

2実質的衡平性

事故時説は，後遺障害逸失利益を含む総損害額につき不法行為時から遅延損害

金が発生することとのバランスから，中間利息控除の基準時も事故時とすべきで

あると主張する。これが事故時説の実質的理由である。そうでなければ，利息の

二重取りになると考えるのである。しかし，以下の問題を考慮すると，むしろ事

故時説のほうが実質的衡平'性を欠くことになるように,思われる。

第1は，遅延損害金は元金に利息が単利（年5％）で付加されていくものであ

るのに対し，中間利息は複利（年5％）で控除すること（ライプニッツ方式）が

三庁合同提言以降定着していることである。もし，バランス論を持ち出すのであ

れば，中間利息も単利で控除されなければ（ホフマン方式）衡平ではない26．事

25北河・賠償法95頁以下。

26堺充唐「逸失利益の現価算定の基準時について」判例時報1566号6頁。この点，ライブ
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故時を基準に単利で中間利息を控除して事故時の現価を確定し，それに対して事

故時から遅延損害金を付するようにすれば金額的にはバランスがとれるのである

が，そうなってはいない。遅延損害金の起算日も中間利息控除の基準時も同じ事

故時とすると，加害者が負担する遅延損害金よりも，元金から控除される中間利

息の方が大きくなり，バランスを失する27。
、、、

第2は，裁判実務では，ライプニッツ方式であれホフマン方式であれ，年単位
、、

で中間利息が控除されていることである。これは，1年間分の収入が年末に入っ

てくることが理論的前提となっている。しかし，一般的に，現実の収入は月単位

で月末に入るのであるから，年単位で計算すると割引率が高くなり，被害者にと

って不利益な結果となっている。この点は従来あまり指摘されることがなかった

点である28．

具体例で示しておこう。佐藤信吉『人身事故の賠償計算』（日本経済新聞社，

1969年)に｢法定利率による単利年金現価表｣として｢(5%のとき)｣と｢(是％
のとき)｣が掲載されている(複利の表は掲載されていないので単利で計算する｡)。

これを利用して,年収600万円の被害者(症状固定時30歳,労働能力喪失率67％）

の症状固定時から67歳まで37年間(444月）の後遣障害逸失利益を算定すると，

前者では，600万円×0.67×20.6254＝8291万4108円となるが，後者では，600

万円÷12×0.67×251.0323＝8409万5820円となり，約120万円の差が生じるので

ある。この差額は被害者が不当に不利益を被っていることになる。佐藤は，「毎月

末に生ずる損害が，まとまって毎年末に生ずるものとみなし，・・・現在価格を計

算してはいけません。これは等価の原則を無視しているからです｡」と指摘してい

ブッツ方式により症状固定時の現価を算出し,さらにホフマン方式により事故時の現価を算

出するという村山方式（東京地判平成14年4月16日判時1783号88頁）は金額の点だけ

を考えれば一定の合理'性はある。しかし，利殖可能性が中間利息控除の根拠であるとするな

らば，事故時から症状固定時までの期間はすでに経過している期間であり，その間は利殖可

能'性が全くないのであるから，不当であることは事故時説と異ならない。

27この点につき，田中論文は，この程度の差は極めて小さな差であり，他の損害項目で中

間利息控除の計算をしていないこととのバーターとみると説明することも,慰謝料算定の場

面で考慮すると説明することも可能であるとする。

28北河ほか・後遺障害65頁［注44]。
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る（同書124頁)。

3自然かつ簡便な算定

現実には後遣障害逸失利益は症状が固定しなければ算定することができない。

後遺症の内容・程度が確定しなければ，労働能力喪失率も労働能力喪失期間も判

断することができないからである。後遣障害逸失利益は症状が固定することによ

って初めて算定が可能になるのであるから29,中間利息控除の基準時を症状固定

時とすることは自然であり,計算も(係数の差し引き計算をする必要がないから）

簡便である。

前述のとおり，事故時損害賠償債権発生ドグマに依拠しながら，逸失利益につ

いては，事故時を基準に中間利息を控除し，事故時の現価を求めるべきであると

しながら，その余の損害については事故時現価を求めようとしないのは，現実に

はそうせざるを得ないとはいえ，理論的には一貫'性を欠いていることになろう。

4症状固定長期化リスクの分配

症状固定時説では，症状固定が長引くと，その間，遅延損害金が長期間にわた

って発生することになるところ，これを加害者が負担することは不当なので，事

故時から中間利息を控除すべきであるとの指摘がある。

確かに，加害者の立場から見れば，症状の固定が遅れることで，自分の意思に

反して紛争解決が遅れ，その間の遅延損害金を負担させられることは不公平と感

じられるかもしれない。

しかし，受傷した被害者にとっても，症状固定の長期化は，自分の意思ではコ

ントロールできない事象である。加害者の不法行為により受傷した被害者の立場

から見れば，早期に症状が固定した，同内容・同程度の後遣障害が残った被害者

と比べ，逸失利益の額が減額されることは（事故時説により中間利息控除を行う

とそういう結果となる｡）不公平と感じられるであろう。

症状固定が長期化するリスクは，加害者・被害者双方にとってコントロール不

可能な事象である。問題は，このような症状固定長期化リスクは，加害者・被害

者のいずれが負うべきか，ということである。不法行為は，違法に他人の権利を

29後遺症慰謝料も症状固定に至らなければ算定することができないことは同じである。
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侵害するものであるから，帰責‘性のある加害者がこのリスクを負担することが公

平であろう。このようなリスク配分を実現するためには，症状固定時から中間利

息の控除を行うこと（症状固定時説）が相当となる。

第6おわりに

以上検討してきたように，後遣障害逸失利益の中間利息控除の基準時に関する

判例の基本的立場が事故時説であるとの理解は正当とはいい難く，事故時説には

理論上も実際上も問題がある。後遣障害逸失利益の中間利息控除の基準時につい

ては，裁判例の大勢である症状固定時説によることが衡平かつ合理的であり，こ

の方向での裁判実務の安定が望まれるところである3031。

【付記】

本稿は，大槻遼太弁護士（札幌弁護士会）の依頼により，阿部満教授（明治学

院大学法学部）と共同で作成した「後遣障害逸失利益の中間利息控除基準時につ

いての意見書」を基礎としながら，大槻弁護士と阿部教授のご了解を得て，大幅

に改稿し，小さな論文としたものである。大槻弁護士と阿部教授のご好意に感謝

する。なお、阿部教授も本テーマについて論文を執筆それており、『明治学院大学

法学研究」98号に掲載されている。

3o宮崎直己『交通事故損害賠償の実務と判例」(2011年，大成出版社)139頁以下，堺充

麿「逸失利益の現価算定の基準時について」判例時報1566号3頁以下は積極的に症状固定

時説を支持しており，佐久間邦夫＝八木一洋『交通損害関係訴訟』177頁（中辻雄一朗執筆

部分）（2009年，青林書院)，『民事弁護と裁判実務5損害賠償IJ385頁（渡逼和義執筆部

分）（1997年，ぎようせい）は症状固定時説が裁判実務の趨勢であることを指摘し，異論を

差し挟んでいない。

31ただし、民法改正要綱案（平成27年2月10日決定）では、中間利息控除の規律につき，「将

来において取得すべき利益についての損害賠償の額を定める場合において,その利益を取得す

べき時までの利息相当額を控除するときは，その損害賠償の請求権が生じた時点における法定

利率により，これをする。」とされている。これによれば，中間利息控除の規準時も事故時説

によることになりそうであるが，なお検討が必要と思われる。
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番号 裁判所 判決日 出典 事故日
事故時
年齢
症状固定日

症状固定

時年齢
中間利息控除

逸失利益算定期間 逸失利益の算式 備考

1 横浜地裁 H24.1.27 交民45-1-95 H20.2.1 43 H21.3.16 44 症状固定時 23年(16年十7年）
7,766,290×16年ライブ10.83785,436,403×0.67
×(23年ライブ13.4886-10.8378）

2 岡山地裁 H24.1.31 交民45-1-138 H14.12.19 22 H21.5.9 29 症状固定時 38年 4,461,200×0．07×16.8679

3 横浜地裁 H24.2.2 交民45-1-183 H20.1.30 49 H21.3.31 50 症状固定時 17年
事故前3ヶ月給与915,327÷3x12x0､05×
11.274

4 大阪地裁 H24.2.20 交民45-1-226 H20.8.24 38 H21.4.30 38？ 症状固定時 15年 2,768,280×0．18×10.3796 田中俊行裁判官

5 横浜地裁 H24.2.27 交民45-1-255 H19.4.26 46 H22.2.19 49 症状固定時 18年 3,324.150×0．09×11.6896

6 横浜地裁 H24.3.1 交民45-2-297 H18.10.9 50 H19.12.31 51 症状固定時 16年 450万×0．07×10.8378

7 東京地裁 H24.3.16 交民45-2-334 H21.3.2 55 H22.4.22 56 症状固定時 11年 5,769,874×0．27×8.3064

8 名古屋地裁 H24.3.16 交民45-2-347 H19.10.26 23 H21.9.30 25 症状固定時 43年 5,503,900×1．00×17.5459

9
神戸地裁洲本支
部

H24.3.22 交民45-2-379 H14.11.6 41 H16.7.28 43 症状固定時 24年 3.612,000×0．56×13.7986

10 東京地裁 H24.3.27 交民45-2-405 H18.10.7 49 H20.9.30 51 症状固定時 10年 1,000,000×0．14×7．7217

11 横浜地裁 H24.3.29 交民45-2-447 H20.12.14 17 H22.1.25 19 症状固定時 48年 5,230,200×0．05×18．077

12 名古屋地裁 H24.3.30 交民45-2-455 H17.4.30 38 H19.10.12 40 症状固定時 27年 6250,911×0.14×14.643

13 京都地裁 H24.4.11 交民45-2-466 H19.963 22 H21.9.5 24 事故時 43年 5547,200×1.”×(17.774-1.8594） 佐藤明裁判官

14 東京地裁 H24.4.26 交民45-2-499 H17.2.8 33 H17.8.12 33 症状固定時 10年(4年十6年）
5,439,512×(0.09×3年ライブ3.546+0.14×(10年
ライブ7.7217-3.546)）

15 さいたま地裁 H24.5.11 交民45-3-602 H20.4.25 49 H21.9.29 50 症状固定時 17年 647万×0．09×11.2741

16 大阪地裁 H24.5.17 交民45-3-650 H17.11.17 54 H19.9.20 56 症状固定時 13年 9,722,386×0．27×9.3936

17 横浜地裁 H24.5.30 交民45-3-703 H19.6.1 39 H21.1.30 41 症状固定時 10年 5,424,000×0．14×7.7217

18 東京地裁 H24.6.20 交民45-3-732 H19.11.20 52 H20.12.19 53 症状固定時
17年(障害の程度と平
均余命を踏まえて）

3,499,900×1．00×11.2741
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番号 裁判所 判決日 出典 事故日
事故時
年齢
症状固定日

症稜固定
時年齢

中間利息
基鍾ロ
璽除
逸失利益算定期間 逸失利益の算式 備考

19 東京地裁 H24.7.17 交民45-4-792 H18.9.25 36 H20.9.29 38 症状固定時 29年 6,657,333×0．45×15．1411

20 東京地裁 H24.7.17 交民45-4-820 H20.1.24 60 H22.2.23 62 症状固定時 10年 3,949,900×1．00×7.7217

21 東京地裁 H24.7.18 交民45-4-846 H20.5.6 55 H22.5.17 57 症状固定時 10年 3,138,120×0．30×7.7217

22 大阪地裁 H24.7.25 交民45-4-868 H18.9.15 29 H19.8.31 30 症状固定時 37年 6,807,600×1．00×16．7112

23 大阪地裁 H24.7.30 交民45-4-933 H17.7.14 18 H22.9.11 23 症状固定時 44年 5,230,200×0．79×17．663

田中俊行裁判官
事故から症状固定まで5年
かかった事案であるが,症
状固定後の保険代位によ
る求侭溺求であり,遅延損
害金の起算日が保険金支
払日の翌日となっている。

24 横浜地裁 H24.7.30 交民45-4-922 H18.6.14 49 H22.7.5 52 症状固定時 15年 3,459,400×0．20×10.3797

25 横浜地裁 H24.7.31 交民45-4-940 H17.6.8 24 H20.1.17 26 症状固定時 10年 4,400,100×0．35×7.7217

26 東京地裁 H24.8.24 交民45-4-976 H20.10.4 26 H21.10.28 27 症状固定時 40年 4.860.600×0．79×17．1591

27 大阪地裁 H24.8.29 交民45-4-1009 H19.1.3 17 H21.2.28 19 症状固定時 48年 4.613.800×0．90×18.0772

28 名古屋地裁 H24.8.29 交民45-4-1051 H18.6.3 38 H20.7.24 40 症状固定時 27年 3,853,600×0．14×14.6430

29 東京地裁 H24.9.5 公民45-5-1096 H21.4.22 54 H21.12.2 54 症状固定時 13年

新聞販売店経営者であるが症状固定日から3年
間は妻が事業に従事するための費用を逸失利
益とし,その後の10年間は事故前年の純収入に
－部の固定経費を合計した額を基礎収入額とし
た

3,640,000×1．00×2.7232

7,748,624×1.00×(9.3936-2.7232）

30 岡山地裁 H24.9.13 交民45-5-1142 H17.2.22 7 H20.9.16 10 症状固定時 18歳から49年
5,298,200×0.56×12.2973(10歳から67霞までの
係数から,10歳から18歳までの係数を引いた係
数）

31 大阪地裁 H24.9.14 交民45-5-1151 H19.8.9 49 H21.6.17 51 症状固定時 16年 2,716,812×0.235×10.8377

32 大阪地裁 H24.9.19 交民45-5-1164 H18.3.15 44 H20.1.31 46 症状固定時 21年(10年十11年）
7,124,221×0．20×7.72177,124,221×0．79×

5.0994(21年ライプー10年ライブ）
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番号 裁判所 判決日 出典 事故日
事故時
年齢
症状固定日

症状固定
時年齢

中間利息控除
基甑時

逸失利益算定期間 逸失利益の算式 儲考

33 東京地裁 H24.9.28 交民45-5-1216 H19.5.24 23 H20.12.31 24 症状固定時 43年 5,503,900×0．45×17.5459

34 東京地裁 H24.10.11 交民45-5-1239 H20.5.19 24 H21.11.4 25 症状固定時 42年 5,292,000×0．80×17.4232

35 京都地裁 H24.10.17 交民45-5-1272 H18.1.15 28 H23.4.19 35 症状固定時 32年 4,853,100×1．00×15.8027

36 名古屋地裁 H24.10.26 交民45-5-1314 H19.10.13 30 H21.9.9 32 症状固定時 35年 393,161×12ケ月×1．00×16.3742

37 横浜地裁 H24.10.31 交民45-5-1322 H19.12.11 35 H22.7.27 38 症状固定時 29年 4,810,229×0．20×15．1411

38 名古屋地裁 H24.11.27 交民45-6-1370 H20.6.21 10 H22.5.26 12 症状固定時 18歳から49年

4,667,200×0.05×13.5578(12歳から67歳までの

係数から,12歳から18歳までの係数を引いた係
数）

39 大阪地裁 H24.12.12 交民45-6-1455 H20.2.10 46 H22.11.1 49 症状固定時 10年 3,904,825×0．14×7.7214

飛行機内事故のため自賠

責による等級謬定がない。
事故時年齢は判決の記賊
によったが,誕生日
(S35.11.18)から計算すると

満47歳。

40 京都地裁 H24.12.17 交民45-6-1478 H13.124 “ H1761.5 47 事故時 10年 3,434,400×0.10×(9.3935-2.73232） 佐藤明裁判官

41 東京地裁 H24.12.18 交民45-6-1495 H18.11.18 28 H20222 30 症状固定時 37年 5.503,900×0．79×16．7113

42 京都地裁 H24.12.19 交民45~6-1532 H19.8.2 43 H21.218 45 事故時 22年

競輪選手(当初5年間は前年収入を.その後17
年間は貿金センサスを基礎収入とした｡）

5,894,240×014×(57863-18594）5,298,200×
0．14×(13.7896-5.7863）

佐藤明裁判官

43 横浜地裁 H24.12.20 交民45-6-1548 H21.10.10 35 H22.9.16 36 症状固定時 31年 720万×0．14×15.5928

44 東京地裁 H24.12.21 交民45-6-1556 H21.8.21 43 H23.5.20 45 症状固定時 22年 6,072,140×0．05×13．1630

45 東京地裁 H25.1.16 交民46-1-49 H11.2.20 32 H14.9.30 36 症状固定時 31年 4,891,766×0．05×15.5928＝3,813,816

46 大阪地裁 H25.1.16 交民46-1-63 H21.7.1 23 H21.12.14 24 症状固定時 43年 3,468.800×0．20×17.5479＝12,174,031
事故年と症状固定年が同
年

47 大阪地裁 H25.1.24 交民46-1-103 H20.8.7 14 H21.1 15 症状固定時 19歳から48年
5,298,200×0.27×（18.4181-3.5460)＝
21,274.747

48 名古屋地裁 H25.1.24 交民46-1-116 H15.11.4 17 H16．5？ 18？ 症状固定時
症状固定の3年後から
49年後まで46年

3,791,200×0.12×（18.1687-2.7232)＝7,026,837
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番号 裁判所 判決日 出典 事故日
事故時
年齢
症状固定日

中間利息控除
逸失利益算定期間 逸失利益の算式 備考

49 東京地裁 H25.1.28 交民46-1-140 H21.4.19 24 H22.10.2 25 症状固定時
10年(就労の始期は26
歳）

年齢階層別平均賃金を使用し3段階に分けて算
定しているが,26霞～29歳までの分については

次のとおり算定している。
4’191,800×0.05×(3.5460-0.9524)＝543,592

50 大坂地裁 H25.1.29 交民46-1-162 H19222 35 H20.7.1 36 症状固定時 31年 3,551,358×0．30×15.5928＝16,612,684

51 東京地裁 H25.1.30 交民46-1-176 H14.11.21 59 H18.10.31 63 症状固定時
平均余命の半分である
13年

3,432,500×1．00×9.3936＝27,407,002

52 京都地裁 H25.2.5 交民46-1-212 H21.7.26 47 H22.6.30 48 症状固定時 症状固定時から10年 5,166,000×0．80×7.7217＝3,265,352

事故時説による判決が多い
佐藤明裁判官による症状
固定時説による判決

53 名古屋地裁 H25.26 交民46-1-224 H22.5.3 58 H23.3.31 59 症状固定時 11年 3.017,534×0．09×8.306＝2,255‘727

54 京都地裁 H25.2.14 交民46-1-246 H16.10.10 42？ H20.12.8 46 症状固定時 21年 7‘807,927×0．20×12.8211＝20,021,242

55 名古屋地裁 H25.2.21 交民46-1-277 H15.11.10 19 H21.7.8 25 症状固定時 42年 4,705,700×1．00×17.4232＝81,988,352

56 福井地裁 H25.3.1 交民46-2-301 H21.5.5 24 H21.12.28 25 症状固定時 42年 5,298,200×0．40×17.4232＝36,924.639

57 大阪地裁 H25.3.8 交民46-2-333 H21.5.25 44？ H22.7.13 46 症状固定時 21年 2,325,850×1．00×12.821＝29,819,722

58 東京地裁 H25.3.13 交民46-2-353 H19.12.29 6
H22.12.24

H23.1.14
65 症状固定時 12年 9,600,000×0．14×8.8633＝11,912,275

59 名古屋地裁 H25.3.19 交民46-2-419 H18.5.12 8
H20.5.14

H20.5.22
10 症状固定時 18歳から49年 5,503,900×0．79×12.2973＝53,469,656

60 横浜地裁 H25.3.26 交民46-2-445 H19.4.27 21？ H20.7.14 23 症状固定時 就労開始25歳から42年
6,686,800×0.80×（17.6628-1.8594)＝

84,539.340

61 大阪地裁 H25.3.27 交民46-2-491 H18.7.15
23(大
学生）

H19.10.10 24 症状固定時 43年 6,729,800×1．00×17.5459＝118,080,397 疾審過誤との競合

62 さいたま地裁 H25.4.16 交民46-2-539 H11.3.8 33 H20.11.14 43 症状固定時 24年 5,316,000×0．92×13.7986＝67,485,088

63 東京地裁 H25.4.26 交民46-2-577 H19.10.25 41？ H20.7.末 42 症状固定時 25年

基礎収入を定年時(60歳)までの18年間と60歳
から67歳までの7年間で分けているが,当初の
18年間分は次のとおり算定している。
8.007.323×0．20×11.6896

64 大阪地裁 H25.5.21 交民46-3-616 H21.7.13 55 H22.1.20 56 症状固定時 10年

基礎収入を当初5年間までとその後の5年間で
分けているが,当初の5年間分は次のとおり算
定している。
5.367.232×0．09×4.329＝2,091,127
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65 東京地裁 H25.5.28 交民46-3-677 H20.7.12 58 H22.9.22 60 症状固定時 11年 4,724,014×0．35×8.3064＝13,733,842

66 東京地裁 H25.5.29 交民46-3-682 H14.6.1 23 H22.4.9 31 症状固定時 20年 4,619,000×0．14×12.4632
事故から症状固定まで8年

かかった事案

67 大阪地裁 H25.5.30 交民46-3-707 H20.8.13 18 H22.3.10

19

(就労開
始21）
事故時二 21歳から46年

3,459,400×0.25×(18.1687-2.7232）

136358,“1

＝＝

横地大輔裁判官

68 東京地裁 H25.6.28 交民46-3-811 H22.3.5 36？ H23.8.9 38 症状固定時 29年 4,214,080×0．35×15．1411＝22,332,032

69 横浜地裁 H25.6.28 交民46-3-831 H22.3.11 39？ H23.4.1 41 症状固定時 26年 3,459.400×0．14×14.3752＝6,962,139

70 大阪地裁 H25.6.28 交民46-3-842 H21.10.31 54 H23.3.26 56 症状固定時 11年
会社役員の事故前収入の30％を経済的不利益

(業務対応部分)と認定した｡4,610,000×8.3064
＝38.292,504

71 名古屋地裁 H25.6.28 交民46-3-856 H22.1.18 55 H23.8.17 57 症状固定時 10年

基礎収入を定年までの3年間,60歳から64歳ま
で,65歳から67歳までに分けているが,当初の3
年間分は次のとおり算定している。
8,391,990×0．20×2.7232＝4,570,613

72 神戸地裁 H25.7.4 交民46-4-883 H20.9.22 62 H21.3.22 62 症状固定時 10年 236,400×12×1．00×7.7217＝21,904,918
事故時年齢と症状固定時
年齢が同一年齢

73 大阪地裁 H25.7.11 交民46-4-895 H13.6.25 51 H20.11.17 58 症状固定時 12年 4,300,000×0．14×8.860＝5,333‘720
事故から症状固定まで7年
間かかった事案

74 名古屋地裁 H25.8.5 交民46-4-1020 H21.6.24 不明 H23.10.24 不明 症状固定時 31年 5.369,419×0．65×15.5928＝54.420,779

75 東京地裁 H25.8.6 交民46-4-1051 H20.11.5 60？ H22.6.30 62 症状固定時

13年

(症状固定時から再雇
用上限年齢65歳までの
3年間とその後の10年
間）

基礎収入を65歳までの3年間,65歳以降の10年
間に分けているが,当初の3年間分は次のとおり
算定している。
5,845,832×1．00×2.7232＝15.919.369

76 千葉地裁 H25.8.27 交民46-4-1098 H21.3.25 不明 H23.2.21 不明 症状固定時 16年 2388484×0．20×10.8378＝5.177.182

77 大阪地裁 H258.27 交民46-4-1106 H21.4.6 42 H21.11.5 43 症状固定時 24年 2.963,400×0．14×13.7986＝5,724,708

78 大阪地裁 H25.8.29 交民46-4-1146 H19.8.3 30？ H21.12.7 32 症状固定時 35年

労働能力喪失率を当初15年間は20％,その後
の20年間は9％として分けているが,当初15年
間分は次のとおり算定している。
4,199.169×0．20×10.3797


